
● 受験倍率 ５．０倍(５ヶ年平均（以下同じ）；本科) 、定員充足率１０１％（全体）

● 学生は全国から；出身県：４７都道府県

● 水産関連分野への就職率 ６６％

● 三級海技士免許等取得率 ９４％

● 実学重視の教育を実施
・練習船による全学生を対象とした実習など海洋・水産の現場対応の教育を実施
・水産行政・水産業界関係者による特別講義や企業等でのインターンの実施

●第２期（Ｈ１８～２２年度）の教育研究活動（重点化方向）
・水産基本法の政策理念の実現に向け、水産業に関連する分野への人材供給
を充実強化

・農林水産省所管の高等教育機関としての独自性をさらに発揮するため、教育

研究業務を重点化
・水産関連分野への就職率７５％以上を目標
・役職員の身分を非公務員化

水産大学校の第２期中期計画

第２期の活動のポイント

第１期（Ｈ１３～１７年度）の主な実績

● 水産政策・流通・経営等を重視したカリキュラムを充実

● 海や水産物、魚食に慣れ親しむための教育やインターンシップを強化

● 水産行政・産業界へ貢献する研究活動の推進

● 専攻科を目指す本科推薦入学制度等の充実と専攻科定員の見直し

● 乗船実習カリキュラム等に対応した練習船の効率的・効果的運用



（設置目的）
独立行政法人水産大学校法
第３条
「水産に関する学理及び技術の教授及
び研究を行うことにより、水産業を担
う人材の育成を図る」

水産政策の課題
● 水産資源の適切な管理、漁場環境保全
● 水産物の安全・安心の確保
● 漁業、加工流通業及び関連業種の経営
基盤の強化と改革

→ 各種施策の的確な遂行や水産業の改革の
担い手育成(水産基本法第２３条)

● 水産の技術や経営、政策等に関する
幅広い見識と技術を身に付けた人材

● 農林水産省の下に設置された高等

教育機関として、政策課題に対応し、

実学に立脚した人材

● 創造性豊かで水産現場での問題解決

能力を備えた人材

沿革
● 昭和１６年 朝鮮総督府釜山高等水産学校設立
● 昭和２０年 終戦にともない、引揚げ学生は水産

講習所に転入学
● 昭和２１年 水産講習所下関分所開設
● 昭和２２年 第二水産講習所に改称、４学科設置

（漁業、機関、製造、増殖）
（昭和２７年、水産講習所に改称）

● 昭和３８年 水産大学校に改称
● 平成 ４年 学位授与機構により卒業生に学士

（水産学）の学位を授与
● 平成６年 水産学研究科（修士課程相当）開設
● 平成９年 学科改組（水産情報経営学科の新設

等）
● 平成１３年 独立行政法人化

水産大学校の役割

水産に貢献する人材を育成



水産大学校の教育課程

本科（定員１８５名）
期間４年、学士号（水産学）取得

● 水産情報経営学科（定員２０）
● 海洋生産管理学科（ 〃 ４５）
● 海洋機械工学科 （ 〃 ４５）
● 食品科学科 （ 〃 ４５）
● 生物生産学科 （ 〃 ３０）

専攻科（定員７０名）
期間１年、三級海技士（航海、機関）筆記試験免除の資格
入学資格：本科海洋生産管理学科（航海）又は海洋機械

工学科（機関）にて所定の学科目及び航海実
習を履修した者等

● 船舶運航課程（航海：定員４０）
● 舶用機関課程（機関：定員３０）

水産学研究科（定員約１０名）
期間２年、修士号（水産学）取得

本科より高度な知識・技術を習得
● 水産技術管理学専攻
（漁業技術管理学、機関工学）
● 水産資源管理利用学専攻

（水産資源利用学、水産資源管理学）

● 練習船
耕洋丸（1989ﾄﾝ）

天鷹丸（716ﾄﾝ）

● 実験実習場
田名臨海実験実習場

小野臨湖実験実習場


